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(百万円未満切捨て)

１．平成27年３月期第３四半期の連結業績（平成26年４月１日～平成26年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) （%表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期第３四半期 8,275 0.1 △92 - 361 △16.4 160 △61.4

26年３月期第３四半期 8,261 0.8 △237 - 432 - 416 -

(注) 包括利益 27年３月期第３四半期 493 百万円 ( 2.1％) 26年３月期第３四半期 483 百万円 ( -％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

27年３月期第３四半期 10.49 -

26年３月期第３四半期 27.18 -
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

27年３月期第３四半期 13,841 10,040 72.5

26年３月期 13,748 9,635 70.1

(参考) 自己資本 27年３月期第３四半期 10,040 百万円 26年３月期 9,635 百万円
　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年３月期 - 0.00 - 5.00 5.00

27年３月期 - 0.00 -

27年３月期(予想) 5.00 5.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　

３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 11,000 △1.7 130 - 150 △45.8 50 △62.5 3.26
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

　 新規 ―社 (社名) ― 、除外 ―社 (社名) ―

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 27年３月期３Ｑ 15,525,000株 26年３月期 15,525,000株

② 期末自己株式数 27年３月期３Ｑ 203,280株 26年３月期 202,773株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年３月期３Ｑ 15,322,203株 26年３月期３Ｑ 15,322,422株

　

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

　この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時

点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続を終了しております。

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は、様々な要因により大きく異なる可能性があります。

　

　

決算短信 （宝印刷）  2015年02月05日 08時47分 2ページ （Tess 1.40 20131220_01）



 ○添付資料の目次

１. 　 当四半期決算に関する定性的情報 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

経営成績に関する説明 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

財政状態に関する説明 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２. 　 サマリー情報 ( 注記事項 ) に関する事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

３. 　 継続企業の前提に関する重要事象等の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

継続企業の前提に関する重要事象等 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

継続企業の前提に関する重要事象等を改善・解消するための対応策

４. 　 四半期連結財務諸表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

四半期連結貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

四半期連財務諸表に関する注記事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（継続企業の前提に関する注記） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（株主資本の金額に著しい変動のあった場合の注記） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（重要な後発事象） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

頁

2

(1) 2

(2) 2

(3) 2

2

(1) 2

(2) 2

(3) 3

3

(1) 3

(2) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3

(3) 8

4

(1) 4

(2) 6

8

8

8

6

7

桂川電機株式会社(6416)  平成27年３月期 第３四半期決算短信

1



１. 当四半期決算に関する定性的情報

経営成績に関する説明

( 画像情報機器事業 )

( その他事業 )

財政状態に関する説明
( 資産の部 ) 

( 負債の部 )

( 純資産の部 )

連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

２. サマリー情報 ( 注記事項 ) に関する事項
当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　当第３四半期連結累計期間（平成26年４月～平成26年12月）におけるわが国経済は、政治主導による経済政策を背景に全
体として緩やかな回復基調が続いているものの、消費税増税や原材料等価格の上昇の影響による景気の下振れが懸念される
など、先行き不透明な状況で推移いたしました。世界経済は、米国経済の回復が継続している反面、欧州経済は景気回復に
力強さが見られず、新興国経済は成長率が鈍化、さらに地政学的リスクの台頭により、世界経済全体も先行きに不安定要素
を抱えた状況で推移いたしました。

　当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は、 100億40百万円となり、前連結会計年度末の96億35百万円に比して４億５
百万円増加いたしました。

　有形固定資産につきましては、17億39百万円となり、前連結会計年度末の18億14百万円に比して75百万円減少いたしまし
た。

　無形固定資産につきましては、４億７百万円となり、前連結会計年度末の４億47百万円に比して39百万円減少いたしまし
た。

　投資その他の資産につきましては、15億92百万円となり、前連結会計年度末の15億81百万円に比して11百万円増加いたし
ました。

　 該当事項はありません。

(3)

　平成27年３月期通期業績予想及び配当の状況につきましては、当社グループでは、さまざまな改革を推進することにより
安定した利益確保に取り組んでおりますが、為替による影響も大きいため、現段階におきましては平成26年５月20日公表の
予想数値を据え置いております。

　流動負債につきましては、28億11百万円となり、前連結会計年度末の30億34百万円に比して２億23百万円減少いたしまし
た。

　固定負債につきましては、９億88百万円となり、前連結会計年度末の10億78百万円に比して89百万円減少いたしました。

　当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、38億円となり、前連結会計年度末の41億13百万円に比して３億12百万円減少
いたしました。

(2)

　当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、138億41百万円となり、前連結会計年度末の137億48百万円に比して92百万円
増加いたしました。

　流動資産につきましては、 101億１百万円となり、前連結会計年度末の99億５百万円に比して１億96百万円増加いたしま
した。

(1)
　 該当事項はありません。

(2)

　今後につきましては、国内経済は緩やかな回復傾向に進むことが期待されますが、海外は先行き不透明であり、海外売上
比率の大きい当社の事業環境は厳しい状況が続くものと見込まれます。

 セグメントの業績は、次のとおりであります。

　その他事業の モーションデバイス事業 の当第３四半期の売上高は、前年同四半期に比べて36百万円増収の１億27百万円
（前年同四半期は91百万円）となり、営業損益は２百万円の利益（前年同四半期は10百万円の損失）となりました。

　なお、今後の動向により業績に影響を及ぼす場合には、開示基準に従って速やかに開示いたします。

　営業損益は売上原価の低減はできたものの、欧州での販売費及び一般管理費の増加等が響き、92百万円の営業損失（前年
同四半期は２億37百万円の損失）、経常利益は為替差益４億30百万円を計上したことにより３億61百万円（前年同四半期は
４億32百万円）、当第３四半期純利益は１億60百万円（前年同四半期は４億16百万円)となりました。

(1)

  当社及び連結子会社（以下、「当社グループ」）におきましては、販売面では欧州市場の事業収益の改善に向けて販売体
制を見直し、北米市場の売上拡大に注力し、国内市場は顧客への取引深耕に努める等の販売活動を展開してまいりました。
また、開発及び生産面においては、付加価値の高い新製品の開発と原価低減を進めてまいりました。

　当社グループの当第３四半期連結累計期間の連結売上高は、82億75百万円と前年同四半期の82億61百万円に比べて14百万
円の増収となりました。

　画像情報機器事業の当第３四半期の連結売上高は、前年同四半期に比べて21百万円減収の81億47百万円（前年同四半期は
81億69百万円）となり、営業損失は95百万円(前年同四半期は２億27百万円）となりました。
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会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
（退職給付に関する会計基準等の適用）

３. 継続企業の前提に関する重要事象等の概要
継続企業の前提に関する重要事象等

継続企業の前提に関する重要事象等を改善・解消するための対応策

　当社グループといたしましては、以上の施策を実施する事により、収益力の向上に努めてまいります。

　当社グループは、前連結会計年度に当期純利益１億33百万円及び営業キャッシュ・フロー４億41百万円のプラスを計上す
ることができましたが、依然として営業損失１億99百万円を計上しておりました。

　当第３四半期連結累計期間においては、四半期純利益１億60百万円を計上したものの、依然として営業損失92百万円を計
上していることから本格的な業績の回復を確認できるまでには至っていないことに鑑み、前連結会計年度に引き続き継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しているものと認識しております。

(2)
　当該事象又は状況を解消、改善するための対応策として下記項目について取り組んでおります。
　①収益構造の改善 ②生産構造改革 ③技術開発の情報の共有化 ④組織体制の見直し及び人員削減等の合理化 ⑤新規事業
の開拓 ⑥固定資産の有効活用 ⑦資金繰り
　

　なお、文中における将来に関する事項は、この四半期決算短信の開示時点において、当社グループが判断したものであり
ます。

(3)

「退職給付に関する会計基準」 （企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退
職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」とい
う。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当第１四半期連結会計
期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付
算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、従業員の平均残存勤務期間に基づく割引率から退職給付の支払見込
期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期連結会計
期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が11百万円増加し、利益剰余金が11百万円減少しており
ます。なお、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽微であります。

(1)
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 416,605 160,785

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 22,349 45,410

為替換算調整勘定 44,304 277,569

退職給付に係る調整額 - 10,107

その他の包括利益合計 66,653 333,087

四半期包括利益 483,259 493,873

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 483,259 493,873

少数株主に係る四半期包括利益 - -
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( ４ ) 四半期連結財務諸表に関する注記事項
（継続企業の前提に関する注記）

（1）収益構造の改善

管理業務の効率化を図り、固定費削減を含むコスト管理を更に強化してまいります。

    ③ 徹底した在庫管理を目指し、在庫の削減を含めた管理及び購入調整を強化してまいります。

（2）生産構造改革

製品の生産工程等の見直し、合理化を図り、製造原価の低減を実施してまいります。

（3）技術開発の情報の共有化

（4）組織体制の見直し及び人員削減等の合理化

役員報酬の削減と管理職の賞与について減額を引続き実施してまいります。

（5）新規事業の開拓

（6）固定資産の有効活用

（7）資金繰り

（株主資本の金額に著しい変動のあった場合の注記）
該当事項はありません。

（重要な後発事象）
該当事項はありません。

① 国内調達による製品等の部材につきましては、調達コストの低減を図るため、海外生産拠点における新たな調達先の開拓
により、直接の調達割合を増やし、コスト削減を図ってまいります。

②

　当社は技術及び開発部門の統合により、機械系、光学系、電気系、ソフトウェア系など専門設計者との多様な設計情報を
共有化し、厳しい競争において、いかに早く、品質の良い売れ筋の製品を出すかという課題の中、新製品の開発力の向上と
タイムリーな市場投入をさらに強化するとともに、開発計画の厳守及び技術開発コスト削減の徹底を実施してまいります。
また、モノ作りに関する人材・技術双方の育成と創造にも努めてまいります。

　個々の製品に関する研究開発投資につきましては、メーカーの生命線であるとの認識のもと、その投資内容を厳選し、重
点的な投資を実行してまいります。

事業規模に応じた経営の効率化を図るうえで、人員体制の機動的な対応に向け、必要に応じて組織体制及び人員配置のさ
らなる見直しを実施してまいります。

　しかしながら、これらの対応策を実施してもなお、今後の売上高及び利益の回復は、受注動向や為替の影響等、経済環境
に左右され確信できるものではなく、また、売上高の回復が資金計画にも重要な影響を与える等から、現時点では継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、当社グループの四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実
性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。

　現在、これらの対応策を進めており、当第３四半期連結累計期間の業績において改善効果を確認しております。

　当社グループは、前連結会計年度に当期純利益１億33百万円及び営業キャッシュ・フロー４億41百万円のプラスを計上す
ることができましたが、依然として営業損失１億99百万円を計上しておりました。

  当社グループは、当該事象又は状況を早期に解消、改善すべく、グループの収益力向上及び財務体質強化を図り、安定し
た経営基盤を築くために、以下の対応策に取り組んでまいります。

国内外の販売会社を含めた営業体制及び営業活動の強化を図り、グローバル市場での売上規模の拡大及び新興国への拡販
強化を実施してまいります。

　当第３四半期連結累計期間においては、四半期純利益１億60百万円を計上したものの、依然として営業損失92百万円を計
上していることから本格的な業績の回復を確認できるまでには至っていないことに鑑み、前連結会計年度に引き続き継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しているものと認識しております。

②
③

①

　当社グループは、事業目標に応じた効率的なコスト削減に取り組み、事業及び運転資金の安定的な確保と維持に向け、グ
ループ内の資金を最大限に有効活用してまいります。現状におきましては、厳しい事業環境を乗り越えるための資金繰りに
支障はないと判断しております。なお、取引金融機関に対しましては、引続きご協力を賜りますよう協議を進めてまいりま
す。

　以上の施策を実施するとともに、今後も引続き有効と考えられる施策については、積極的に実施してまいります。

　生産拠点での生産効率の向上やコスト削減を図るため、固定資産の有効活用に注力してまいります。設備投資につきまし
ては、投資後も減価償却、保全、改良などが必要となり、初期投資だけでない維持・運用のための財務的な負担も考慮し、
自社の設備保全に要するコストを削減し、かつ設備の余寿命を延ばし、結果として設備の稼動を向上させる方法を検討して
まいります。

②

　当社は新たな収益源の確保を目的とするため新規事業本部を新設しており、本業を核として相乗効果の出る関連分野での
事業、本業の拡大を図りながら第２第３の柱となる新しい市場分野での事業、本業に代わる成長分野での事業等、いくつか
のブロックに分けて情報を収集、分類し厳選した上で検討を行っております。

　当社製品とIT関連技術を融合させ、付加価値の向上を図るような要素技術の情報収集及び検討を行ない、さらに当社技術
を活かした現行の分野に近い事業についても、要素技術の可能性、競争力、事業性等の検討を行ってまいります。また、他
分野での事業を行なう上で、技術パートナーとの協調も視野に入れた検討を行なってまいります。

①
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